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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期
第２四半期
連結累計期間

第53期
第２四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自  平成23年12月21日
至  平成24年６月20日

自  平成24年12月21日
至  平成25年６月20日

自  平成23年12月21日
至  平成24年12月20日

売上高 (千円) 1,876,714 1,865,529 3,765,314

経常損失（△） (千円) △58,965 △79,535 △136,545

四半期（当期）純損失（△） (千円) △69,238 △80,352 △184,708

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △68,998 △63,134 △161,358

純資産額 (千円) 3,335,271 3,166,783 3,242,864

総資産額 (千円) 5,111,884 4,935,917 4,932,806

１株当たり四半期（当期）純損失
金額（△）

(円) △11.84 △13.74 △31.57

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.9 63.9 65.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 307,292 △49,808 317,553

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △29,069 △28,488 △51,237

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △72,205 △31,184 △137,562

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 585,271 418,562 510,419

　

回次
第52期
第２四半期
連結会計期間

第53期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年３月21日
至  平成24年６月20日

自  平成25年３月21日
至  平成25年６月20日

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

(円) △11.02 10.16

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項の発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更もありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済状況は、金融緩和や各種経済対策への期待感による円安・株高基

調が継続し、企業収益や消費者マインドの改善など景気に持ち直しの動きがみられたものの、欧州における財政問題

及び中国を含む新興国経済の減速等から、先行きは依然として予断を許さない状況で推移いたしました。

当社グループが属する電子基板（※１）業界は、スマートフォン等モバイル機器向けの需要が好調を維持し、自動

車販売の回復やエコカーに対する関心の高まりを背景に関連分野向けの需要においても堅調さがみられた一方、薄型

テレビやパソコン向けの需要低迷が続き、市場全体としては厳しい状況となりました。また、収益面においては、円安

進行により輸出企業を中心に明るさがみえはじめたものの、引き続き厳しい価格競争等の影響を受けました。

このような経済環境の下、当社グループの主力事業である電子基板事業においては、ＦＰＣ（※２）メーカー（※

３）向け及びカメラメーカー向けの売上は増加したものの、セットメーカー（※４）向け全体の売上は減少いたしま

した。基板検査機事業においては、通電検査機（※５）及び外観検査機（※６）等の売上が増加いたしました。これら

の結果、連結売上高は1,865百万円（前年同四半期比0.6％減）と、前年同四半期連結累計期間に比べ11百万円の減収

となりました。

損益については、売上高減少に伴う影響や研究開発費及び支払手数料の増加等により、営業損失88百万円（前年同

四半期は72百万円の営業損失）、経常損失79百万円（同58百万円の経常損失）、四半期純損失80百万円（同69百万円

の四半期純損失）となりました。

セグメント別の業績は以下のとおりであります。

（電子基板事業）

スマートフォン市場が好調に推移していること及びデジタル一眼レフカメラの市場拡大等によるデジタル機器

向けの販売が堅調であること等を背景として、ＦＰＣメーカー向け及びカメラメーカー向けの売上は増加したもの

の、量産案件の受注が想定したほど獲得できなかったこと及びセットメーカーによる新機種・新製品開発の抑制に

伴う影響等から、セットメーカー向け全体の売上は減少いたしました。損益については、売上高減少に伴う影響等に

より、減益となりました。

その結果、売上高1,297百万円（前年同四半期比6.0％減）、セグメント利益240百万円（同8.6％減）となりまし

た。

（基板検査機事業）

スマートフォン及びＬＥＤ関連製品に使用される特殊基板向け製品の販売強化により受注が増加したこと等か

ら、通電検査機及び外観検査機等の売上は増加いたしました。損益については、研究開発費及び営業支援体制の強化

等に伴う人件費の増加により、損失が拡大いたしました。

その結果、売上高176百万円（前年同四半期比31.4％増）、セグメント損失60百万円（前年同四半期は39百万円の

セグメント損失）となりました。

（検査システム事業）

主要顧客における設備投資抑制の動きに伴い、視覚検査装置の受注が減少したこと等から、売上高が減少いたし

ました。損益については、売上高減少に伴う影響等により、損失が拡大いたしました。

その結果、売上高14百万円（前年同四半期比83.5％減）、セグメント損失26百万円（前年同四半期は１百万円の

セグメント損失）となりました。
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（鏡面研磨機（※７）事業）

海外への販路拡大に注力したこと等により機械の売上が増加したことから、売上高は増加いたしました。損益に

ついては、顧客仕様に沿った製品の製造により売上高外注加工費率が上昇したものの、売上高増加に伴う影響等に

より、黒字転換いたしました。

その結果、売上高193百万円（前年同四半期比74.6％増）、セグメント利益25百万円（前年同四半期は６百万円の

セグメント損失）となりました。

（その他）

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商社事業及びエレクトロフォーミング

（※８）事業で構成されております。主として商社事業において産業機械等の販売が増加したことから、売上高は

増加いたしました。損益については、売上高増加に伴う影響等により、損失が縮小いたしました。

その結果、売上高183百万円（前年同四半期比11.0％増）、セグメント損失44百万円（前年同四半期は55百万円の

セグメント損失）となりました。

※１  電子基板

電子部品を表面に固定し当該部品間を配線で接続するために必要な導体パターンを、絶縁基板の表面のみ

又は表面及びその内部に形成した板状又はフィルム状の部品であるプリント配線板と、プリント配線板に電

子部品を実装したモジュール基板の総称。前者は材質によりリジッド板、ＦＰＣ等に区分される。

※２  ＦＰＣ

Flexible Printed Circuit（フレキシブルプリント配線板）の略。プリント配線板の一種であり、ポリイ

ミド等の屈曲率が高く薄い絶縁材料を支持体とした、柔軟に曲がる基板。

※３  ＦＰＣメーカー

セットメーカーからＦＰＣの製造を受託し量産する電子基板メーカー。

※４  セットメーカー

最終製品を供給する民生エレクトロニクスメーカー等の総称。

※５  通電検査機

プリント配線板及び半導体パッケージ向け基板の配線が設計のとおり接続されており、断線や短絡がない

ことを電気を通して確認する検査を行う機器。

※６  外観検査機

プリント配線板やプリント配線板に部品を実装したプリント回路板等の外観状況を光学的に把握し、コン

ピュータを用いた画像処理によって良否を判断する検査を行う機器。

※７  鏡面研磨機

素材表面の凹凸を砥石等で磨きこむことにより、素材表面を鏡のように加工する機器。

※８  エレクトロフォーミング

電着（※９）技術を応用して金属薄板を望みの形状に高精度加工すること。

※９  電着

電気分解によって析出した物質が電極の表面に付着すること。
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(2）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ10百万円減少し、2,192百万円となりました。これは主として、売上債権が増

加した一方、現金及び預金並びにたな卸資産が減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ14百万円増加し、2,743百万円となりました。これは主として、機械装置及び

運搬具を取得したことによるものであります。

なお、当社グループの資金の流動性については、流動比率235.5％であり、十分な流動性を確保しているものと認

識しております。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ53百万円減少し、930百万円となりました。これは主として、夏季の賞与を計

上したことにより流動負債のその他に含まれる未払費用が増加した一方、短期借入金の返済を進めたこと及び仕入

債務が減少したことにより減少したものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ132百万円増加し、838百万円となりました。これは主として、資金需要に対

応するため長期借入れを行ったこと及び退職給付引当金が増加したことによるものであります。

（純資産）

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ76百万円減少し、3,166百万円となりました。これは主として、利益剰余金

の減少によるものであります。

なお、当社グループの財務状況については、自己資本比率63.9％であり、健全な状態を確保しているものと認識し

ております。

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により使用した資

金が49百万円、投資活動により使用した資金が28百万円、財務活動により使用した資金が31百万円となり、その結果、

資金は前連結会計年度末に比べ91百万円減少し、418百万円（前年同四半期比28.5％減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、49百万円（前年同四半期は307百万円の獲得）となりました。これは主として、

減価償却費49百万円により資金が増加した一方、売上債権の増加90百万円、税金等調整前四半期純損失79百万円に

より資金が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、28百万円（前年同四半期は29百万円の使用）となりました。これは主として、保

険積立金の積立による支出15百万円により資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、31百万円（前年同四半期は72百万円の使用）となりました。これは主として、長

期借入れによる収入200百万円により資金が増加した一方、長期借入金の返済による支出118百万円、短期借入金の

減少70百万円、長期未払金の返済による支出25百万円により資金が減少したことによるものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は45百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,280,000

計 23,280,000

　
② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成25年６月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,850,000 5,850,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

（注）

計 5,850,000 5,850,000 ― ―

（注）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。単元株式数は

100株であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成25年６月20日 ― 5,850,000 ― 793,255 ― 916,555
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成25年６月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

細江  美則 和歌山県和歌山市 2,101,536 35.92

太洋工業従業員持株会 和歌山県和歌山市有本661 385,224 6.59

細江  正己 和歌山県和歌山市 378,984 6.48

細江  正大 和歌山県和歌山市 300,000 5.13

株式会社紀陽銀行 和歌山県和歌山市本町１丁目35番地 290,000 4.96

紀陽興産株式会社 和歌山県和歌山市東仲間町２丁目24 240,000 4.10

木村  吉孝 大阪府大阪市天王寺区 218,000 3.73

小川  由晃 和歌山県和歌山市 150,000 2.56

紀陽リース・キャピタル株式会社 和歌山県和歌山市七番丁24 150,000 2.56

旭東電気株式会社 大阪府大阪市旭区新森６丁目２－１ 102,800 1.76

計 ― 4,316,544 73.79

　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年６月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 100

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,849,200
　

58,492
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 700
　

― ―

発行済株式総数 5,850,000 ― ―

総株主の議決権 ― 58,492 ―

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式44株が含まれております。

② 【自己株式等】

　 　 平成25年６月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
太洋工業株式会社

和歌山県和歌山市有本
661

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年３月21日から平

成25年６月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年12月21日から平成25年６月20日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,104,295 1,022,820

受取手形及び売掛金 624,479 718,605

商品及び製品 172,694 139,149

仕掛品 144,443 154,251

原材料及び貯蔵品 78,077 74,742

その他 84,973 88,953

貸倒引当金 △5,718 △6,269

流動資産合計 2,203,244 2,192,253

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 555,544 538,834

機械装置及び運搬具（純額） 102,633 124,416

土地 1,457,229 1,457,229

その他（純額） 22,077 19,272

有形固定資産合計 2,137,485 2,139,753

無形固定資産

その他 5,786 6,346

無形固定資産合計 5,786 6,346

投資その他の資産

その他 614,219 625,468

貸倒引当金 △27,930 △27,905

投資その他の資産合計 586,289 597,562

固定資産合計 2,729,561 2,743,663

資産合計 4,932,806 4,935,917
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 150,114 126,455

短期借入金 554,175 475,775

未払法人税等 12,363 6,656

製品保証引当金 1,440 1,588

その他 265,641 320,258

流動負債合計 983,734 930,734

固定負債

長期借入金 267,331 357,281

長期未払金 51,253 70,814

退職給付引当金 238,332 258,549

役員退職慰労引当金 142,580 145,006

資産除去債務 6,708 6,748

固定負債合計 706,206 838,398

負債合計 1,689,941 1,769,133

純資産の部

株主資本

資本金 793,255 793,255

資本剰余金 916,555 916,555

利益剰余金 1,506,212 1,408,311

自己株式 △13 △26

株主資本合計 3,216,009 3,118,094

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,937 12,425

為替換算調整勘定 3,992 21,337

その他の包括利益累計額合計 6,929 33,763

少数株主持分 19,925 14,926

純資産合計 3,242,864 3,166,783

負債純資産合計 4,932,806 4,935,917
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
 【四半期連結損益計算書】
 【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年12月21日
　至 平成24年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年12月21日
　至 平成25年６月20日)

売上高 1,876,714 1,865,529

売上原価 1,328,931 1,320,767

売上総利益 547,783 544,761

販売費及び一般管理費 ※
 620,452

※
 633,073

営業損失（△） △72,668 △88,311

営業外収益

受取利息 200 296

受取配当金 1,742 930

助成金収入 9,897 11,772

作業くず売却益 6,255 4,226

その他 8,108 10,514

営業外収益合計 26,205 27,739

営業外費用

支払利息 6,635 5,948

債権売却損 3,048 2,980

投資事業組合運用損 757 1,117

為替差損 － 8,192

その他 2,061 724

営業外費用合計 12,502 18,963

経常損失（△） △58,965 △79,535

特別利益

固定資産売却益 189 －

投資有価証券売却益 23 9

特別利益合計 213 9

特別損失

固定資産除却損 73 11

減損損失 364 371

投資有価証券評価損 115 23

会員権売却損 200 －

特別損失合計 753 406

税金等調整前四半期純損失（△） △59,506 △79,932

法人税等 3,314 10,035

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △62,820 △89,968

少数株主利益又は少数株主損失（△） 6,418 △9,616

四半期純損失（△） △69,238 △80,352
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年12月21日
　至 平成24年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年12月21日
　至 平成25年６月20日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △62,820 △89,968

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7,560 9,488

為替換算調整勘定 1,382 17,345

その他の包括利益合計 △6,177 26,833

四半期包括利益 △68,998 △63,134

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △76,233 △58,135

少数株主に係る四半期包括利益 7,235 △4,999
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年12月21日
　至 平成24年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年12月21日
　至 平成25年６月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △59,506 △79,932

減価償却費 60,972 49,853

減損損失 364 371

のれん償却額 4,853 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,717 20,216

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,406 2,425

製品保証引当金の増減額（△は減少） △245 148

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,656 525

受取利息及び受取配当金 △1,943 △1,227

支払利息 6,635 5,948

固定資産除却損 73 11

売上債権の増減額（△は増加） 210,255 △90,233

たな卸資産の増減額（△は増加） 20,515 28,596

仕入債務の増減額（△は減少） △14,828 △25,802

その他 63,114 51,004

小計 318,042 △38,095

利息及び配当金の受取額 2,190 1,227

利息の支払額 △6,756 △5,683

法人税等の支払額 △6,184 △7,256

営業活動によるキャッシュ・フロー 307,292 △49,808

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △628 △10,381

有形固定資産の取得による支出 △6,306 △6,949

有形固定資産の売却による収入 300 －

有価証券の償還による収入 40,000 －

投資有価証券の取得による支出 △56,170 △1,200

投資有価証券の売却による収入 4,340 45

保険積立金の積立による支出 △16,079 △15,129

保険積立金の解約による収入 4,704 2,781

その他 770 2,345

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,069 △28,488
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年12月21日
　至 平成24年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年12月21日
　至 平成25年６月20日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △210,000 △70,000

長期借入れによる収入 350,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △165,095 △118,450

長期未払金の返済による支出 △29,560 △25,170

自己株式の取得による支出 － △13

配当金の支払額 △17,549 △17,549

財務活動によるキャッシュ・フロー △72,205 △31,184

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,509 17,624

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 208,526 △91,856

現金及び現金同等物の期首残高 376,745 510,419

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 585,271

※
 418,562
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年12月21日  至  平成25年６月20日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年12月21日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への影響は

軽微であります。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年12月21日  至  平成25年６月20日)

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、税引前四半期純損失となった場合には、法定実効税率を乗じて計算しております。

　
【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１  偶発債務

当社は、在外連結子会社TAIYO TECHNOLEX（THAILAND）CO.,LTD.への出資に関して、TD CONSULTING CO.,LTD.

の出資額（720千バーツ）及びSathinee CO.,LTD.の出資額（300千バーツ）について保証を行っております。

これら保証契約に係る出資額の円換算額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月20日)

TD CONSULTING CO.,LTD. 1,980千円 2,246千円

Sathinee CO.,LTD. 825千円 936千円

　
２  受取手形割引高

　
前連結会計年度
(平成24年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月20日)

受取手形割引高 2,572千円 1,307千円

　
（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年12月21日
至  平成24年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年12月21日
至  平成25年６月20日)

給与及び諸手当 241,528千円 252,553千円

退職給付費用 15,283千円 17,088千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,406千円 4,425千円

製品保証引当金繰入額 30千円 309千円

貸倒引当金繰入額 5,831千円 717千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年12月21日
至  平成24年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年12月21日
至  平成25年６月20日)

現金及び預金勘定 1,176,121千円 1,022,820千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△590,850千円 △604,257千円

現金及び現金同等物 585,271千円 418,562千円

　
（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年12月21日  至  平成24年６月20日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月16日
定時株主総会

普通株式 17,549 3.00平成23年12月20日 平成24年３月19日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間（自  平成24年12月21日  至  平成25年６月20日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月15日
定時株主総会

普通株式 17,549 3.00平成24年12月20日 平成25年３月18日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年12月21日  至  平成24年６月20日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

電子基板
事業

基板検査機
事業

検査シス
テム事業

鏡面研磨機
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
売上高

1,379,891134,37086,323110,8941,711,479165,2351,876,714― 1,876,714

  セグメント間
の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ― 3,3503,350△3,350 ―

計 1,379,891134,37086,323110,8941,711,479168,5851,880,064△3,3501,876,714

セグメント利益
又は損失（△）

263,067△39,829△1,670△6,596214,970△55,170159,800△232,468△72,668

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商社事業及びエレクト

ロフォーミング事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△232,468千円には、セグメント間取引消去1,800千円、

のれん償却額△4,853千円、各報告セグメントに配分していない全社費用△229,415千円が含まれて

おります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っており

ます。

当第２四半期連結累計期間（自  平成24年12月21日  至  平成25年６月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

電子基板
事業

基板検査機
事業

検査シス
テム事業

鏡面研磨機
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

1,297,722176,60914,241193,5821,682,155183,3731,865,529― 1,865,529

セグメント間
の内部売上高又
は振替高

15,01223,849 ― ― 38,86115,68854,550△54,550 ―

計 1,312,735200,45814,241193,5821,721,017199,0621,920,079△54,5501,865,529

セグメント利益
又は損失（△）

240,464△60,718△26,22825,953179,470△44,716134,754△223,066△88,311

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商社事業及びエレクト

ロフォーミング事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△223,066千円には、セグメント間取引消去1,784千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△224,850千円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っており

ます。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年12月21日以後に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を

改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

この変更に伴う当第２四半期連結累計期間のセグメント損益に与える影響は軽微であります。

EDINET提出書類

太洋工業株式会社(E02097)

四半期報告書

17/20



　
（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年12月21日
至  平成24年６月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年12月21日
至  平成25年６月20日）

１株当たり四半期純損失金額（△）（円） △11.84 △13.74

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失（△）（千円） △69,238 △80,352

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円) △69,238 △80,352

普通株式の期中平均株式数（株） 5,849,921 5,849,920

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月１日

太洋工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    遠藤  尚秀    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    栗原  裕幸    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太洋工業株式会社

の平成24年12月21日から平成25年12月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年３月21日から平成

25年６月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年12月21日から平成25年６月20日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太洋工業株式会社及び連結子会社の平成25年６月20日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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